
第２８７回鳥取県内水面漁場管理委員会  

議 事 次 第 

 

日時：令和４年１２月５日（月）午後３時から 

場所：倉吉シティホテル ３Ｆ カサブランカ 

 

 １ 開  会 

  

 ２ 挨    拶 

 

 ３ 議事録署名人の指名 

 

 ４ 議  事 

 （協議事項） 

（１）漁業権一斉切替えに係る免許方針について【資料１】 

（諮問事項） 

（２）千代川漁業協同組合内共第１号第５種共同漁業権遊漁規則の 

変更の認可について【資料２】 

 

（３）その他 

    

 ５ そ の 他 

 

 ６ 閉  会 
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書記 橋本 和輝 鳥取県農林水産部水産振興局漁業調整課 主事 

 















参考資料２ 

1 

 

このたびの漁業権の切替について（第 286回委員会 R4.5.17資料改編） 

令和５年９月に予定されている漁業権の一斉切替えは、改正後の漁業法 （以下「法」という）に基づき

行われる初めての一斉切替え。 

改正後の法では、漁場を適切かつ有効に活用している既存の漁業権者の漁場利用を確保しながら、円滑

な規模拡大や新規参入による生産性の向上や漁場の有効利用が図られるよう規定が整備。 

漁場計画の樹立等にあたっての主な変更点は次のとおり。 

 

（０）改正漁業法の概要（図の中の「海面」「海区」は「内水面」に読み替えてください。） 



2 

 

 

（１）内水面漁場計画の要件 

 ⚫ 都道府県知事は、その管轄に属する内水面について、５年ごとに、内水面漁場計画を定めるものとさ

れている（第６７条第１項及び法第６７条第２項で準用する法第６２条第１項）。 

⚫ 内水面漁場計画は、それぞれの漁業権が内水面の総合的な利用の推進、漁業調整その他公益に支障

を及ぼさないように設定され、また、活用漁業権があるときは、類似漁業権が計画に設定されている

ことを要件とする（法第６７条第２項で準用する法第６３条第１項第１号及び第２号）。 

  活用漁業権…適切かつ有効に活用されている漁業権 

  「適切かつ有効」に活用…漁場の環境に適合するように資源管理や養殖生産等を行い、将来にわたって持続的に漁業

生産力を高めるように漁場を活用している状況 

  「適切かつ有効」の判断…生産金額や生産数量、組合員行使者数に加え、漁業権又は組合員行使権の行使状況、漁業

権に係る漁場の現況及び利用の状況、その漁場の周辺における漁場利用の状況、法令順守の状況等の事情を総

合的に考慮する。 

  「適切」の判断基準…漁場利用が、他の漁業者が営む漁業の生産活動に支障を及ぼしたり水域環境の悪化を引き起こ

したりしえていないことが必要。 

  「有効」の判断基準…漁場利用において、合理的な理由がないにも関わらず漁場の一部を利用していないといった状

況が生じていないことが必要。 
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【活用漁業権の取扱】 

⚫ 活用漁業権ではないと判断された場合は、類似漁業権として内水面漁場計画には設定されず、水面

の総合的な利用の観点から、当該漁場の取扱いについて検討する。 

 ⚫ この際、当該漁場に引き続き漁業権を設定する場合には、漁業権者は適切かつ有効に活用するよう

努める責務があることも踏まえ、漁業権の内容の必要な見直しを行った上で、新規の漁業権として内

水面漁場計画に設定する。 

 

（２）類似漁業権 

⚫ 活用漁業権があるときは、法第６７条第２項で準用する法第６３条第１項第２号の規定に基づき、類

似漁業権（当該漁業権とおおむね等しいと認められる漁業権）が海区漁場計画に設定されていなければ

ならない。 

【考え方】 

 ⚫ 「おおむね等しい」とは、現に免許を受けている漁業者が、引き続き漁場を適切かつ有効に活用でき

るようにすることを想定。 

⚫ 「おおむね等しい」と認められるか否かは、活用漁業権に係る漁場の現況及び利用の状況、その漁場

の周辺における漁場の利用の状況等を勘案して、現に免許を受けている漁業者が、従前と同様の漁業

を営み得るかを実質的に判断する。この考え方に基づいて行われる漁業権の内容の調整は可能である

ので、漁場の状況や利用実態等を踏まえ対応する。 

 

【新規の漁業権の公示】 

   ⚫ 内水面漁場計画（計画の案を含む）を作成して公表する際、新規の漁業権（類似漁業権ではない漁業

権として設定する漁業権）については、新規の漁業権である旨を明示した上で公表する。 

 

（３）利害関係人の意見聴取 

【手続き】 

 ⚫ 利害関係人の意見聴取の手続きが新設（法第６７条第２項で準用する法第６４条第１項から第３項） 

 ⚫ 利害関係人の意見聴取を開始するに当たっては、閲覧が容易な都道府県ホームページに掲載するな

どインターネットの利用その他適切な方法により公表する。 

 ⚫ 意見聴取の結果は、聴いた意見に県の検討（回答又は考え方）を併記して公表する。この対応につい

ては、行政手続法に基づく意見公募手続き（パブリックコメント）に準じて対応する。 

【検討】 

 ⚫ 提出された意見については、利害関係人に当たるかを確認した上で、その意見が法第６７条第２項

で準用する法第６３条第１項の要件に該当するものか否か、新たな漁業権については法第６７条第２

項で準用する法第６３条第２項の内水面全体の最大限の活用につながるものか否かにより検討する。 

【範囲】 

 ⚫ 利害関係人として意見を述べようとする際は、当該事案について利害関係のあることを疎明されて

いることが必要である。 

 

（４）共同漁業権存続中の海区漁場計画の見直し 

【１０年免許】 

 ⚫ 共同漁業権の存続期間が１０年となっている一方で、内水面漁場計画は５年ごとに作成することと

されているため、その際、存続期間中で切替えの時期でない共同漁業権が含まれることになる。 

⚫ しかし、その場合であっても、法第６７条第２項で準用する法第６３条の趣旨に則り、内水面の総合

的な利用を推進するため、５年ごとに内水面漁場計画の作成に係る手続きとして、法第６７条第２項

で準用する法第６４条の手続き（利害関係人の意見聴取）を行う必要がある。 

 

【その他】漁業権漁場の緯度経度表示の原則化 

  ⚫漁業権の漁場の区域は、対応が困難な事情がある場合を除き、緯度経度による表記により定める。た

だし、内水面における漁業権の漁場の区域は、堰堤や橋梁など緯度経度表示よりも基点による表記の

方がわかりやすい場合も多いため、併記する方法のほか、実態に応じて柔軟に対応することでもよい。 
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遊漁規則変更理由書 

 

 

１ 鳥取県漁業調整規則の改正に伴い、鳥取市河原町八日市かんがい用えん堤上

下流の禁止区域を撤廃する。 

 

２ 渓流遊漁者の更なる集客を図るために取り組む渓流魚の増殖や漁場管理に要

する経費が増大していることから、渓流魚さお釣り等年券額を現行の 5,500 円

から 7,000円に改定する。 

 



















千代川漁業協同組合内共第１号第５種共同漁業権 

遊漁規則の変更の認可について 
 

１ 今回の変更内容 

① 禁止区域の撤廃 

鳥取県漁業調整規則の改正にあわせ、鳥取市河原町八日市のかんがい用えん堤上流

端から上流３０メートル、下流５０メートルの区域を禁止区域から撤廃する。 

② 遊漁料の変更 

千代川漁業協同組合では、近年増加傾向にある渓流遊漁者の更なる集客を図るため、

ホームページの刷新、遊漁証のネット販売導入、キャッチ＆リリース区間の設定、や

まめ成魚放流量の増加、外来魚の駆除等に取り組んでいる。これらにより、渓流魚の

増殖や漁場管理に要する経費が増大していることから、渓流魚さお釣り等年券額を５，

５００円から７，０００円に改訂する。 

   

２ 実施時期 

令和５年２月１日から施行する。 
 

３ 委員会に諮問をする根拠 

・漁業法第１７０条第３項 

 遊漁規則を変更しようとするときは、都道府県知事の認可を受けなければならない。 

・漁業法第１７０条第４項 

第１項又は第３項の認可の申請があったときは、都道府県知事は、内水面漁場管理委

員会の意見を聞かなければならない。 

 

（参考）認可に係る審査基準 

・漁業法第１７０条第５項 

要件 適否（禁止区域の撤廃） 適否（遊漁料の変更） 

遊漁を不当に制限するもので

ないこと。 

○ 

（禁止区域の撤廃のた

め不当な制限にはあた

らない） 

－ 

遊漁料の額が当該漁業権に係

る水産動植物の増殖及び漁場

の管理に要する費用の額に比

して妥当なものであること。 

－ 〇 

（増殖及び漁場管理に要す

る費用の算定が妥当に行わ

れており、漁場を利用する

組合員の負担額と遊漁料と

の間における当該費用の配

分が実質的に公平である） 

 

・水産業協同組合法第４９条 

事項 要件 事実 適否 

議会の議決 出席者の議決権の過半数以上 
出席者９８名のうち過半数以

上の賛成 
◯ 

（参考）総代の人数 １００名 



禁止区域の撤廃について 

１．今回の変更内容 

 鳥取県漁業調整規則の改正にあわせ、鳥取市河原町八日市のかんがい用えん

堤（以下「八日市堰」という。）上流端から上流３０メートル、下流５０メート

ルの禁止区域を撤廃する。 

 

２．鳥取県漁業調整規則の改正について 

・八日市堰は、構造上の問題からあゆ等の水産動物が滞留しやすいため、昭和 40

年 9 月に鳥取県内水面漁業調整規則（以下、内水面規則という。）を制定した

当初から水産動植物の採捕禁止区域として規定していた。 

・平成 29 年１月から 12 月にかけて、八日市地区の洪水対策整備事業として八

日市堰を撤去し、200m上流に新八日市堰を設置する工事が実施された。 

・このため、内水面規則で規定していた構造物がなくなり、採捕禁止とする理由

がなくなったため、令和 2 年 12 月の規則改正の際に、当該禁止区域を撤廃し

たもの。 

なお、千代川の水産資源の保護培養のため、移設された八日市堰周辺に採捕禁

止区域を設定するかどうかについては、国土交通省が令和 2年度に実施した新

八日市堰周辺における水産動物の遡上状況の調査結果で影響がない旨を確認

し、採捕禁止区域としないこととした。 

 

【八日市堰移設図】 

 



渓流遊漁料金の改定について 

千代川漁協 

１ 渓流遊漁料改定理由 

当組合は、アユ資源が不漁な中においても河川の魅力を向上させ、近年増加傾向にある渓流遊漁者の更

なる集客を図るため、①組合ホームページの刷新、②渓流遊漁証のネット販売導入、③ルアー・フライ釣

りのニーズが高いキャッチアンドリリース区間の設定、④やまめ成魚放流量の増加、⑤漁場環境維持を目

的とした積極的な外来魚駆除の実施（令和４年度は電気ショッカーによる資源調査での採捕に加え、遊漁

者にも採捕に協力いただくブラウントラウトイベントの開催等）などに取り組んでいる。 

 これらにより、渓流魚の増殖や漁場管理に要する経費が増大していることから、渓流遊漁料について、

現行の 5,500円から 7,000円への引き上げ改定を行いたい。 

 

２ 渓流遊漁料の算定（令和４年度事業経費見込みを元に算定） 

 【渓流魚放流と漁場管理に必要な経費】 

  ・渓流種苗代金         8,774,374円（R4計画事業費） 

  ・漁場監視費          1,280,000円（R4計画事業費） 

  ・漁場環境維持費（外来魚駆除）  323,574円（R4計画事業費） 

  ・ｷｬｯﾁｱﾝﾄﾞﾘﾘｰｽ専用区維持費     20,000円（※１） 

※１ R4看板新設補修費 200,000円を漁業権期間の１０年で各年に伸ばした金額 

               合計 10,397,948円 ⇒ 10,398千円…① 

 

⇒ 遊漁者負担分：①×遊漁者負担割合 86%（※）＝8,942千円 …② 
 

※ 渓流魚放流と漁場管理に必要な経費については、組合員の一部も渓流魚を採捕していることから、渓流遊漁者数を全

渓流魚採捕者数（渓流遊漁者数と渓流魚採捕組合員数の合計）で除した割合を遊漁者負担分とした。 

渓流遊漁者数（R2-R3平均）：1,440人…③ 

全渓流魚採捕者数（R2-R3平均）：1,682人（渓流遊漁者数 1,440人、渓流魚採捕組合員数 242人） 

 ⇒ 1,440 ÷ 1,682 ＝ 86％ 

※ なお、アユの年券遊漁証を購入している遊漁者も渓流魚を採捕できるが、ほとんどの方はアユ釣りが主体のため、計

算からは除外した。 

 

 【遊漁者のための直接経費】 

  ・遊漁証ホルダー・遊漁証印刷       205,689円（R4計画事業費） 

  ・遊漁証ネット販売年間維持費       100,000円（見積り） 

  ・遊漁証取扱手数料            504,000円（改定後遊漁料と渓流遊漁者数③で算定） 

  ・川マップ作成費             127,050円（R4計画事業費） 

  ・ＨＰ刷新費、維持費           132,304円（※２） 

※２ ＨＰ刷新費用 299,750 円を漁業権期間の 10 年で各年に伸ばした金額と年間ＨＰ保守料 153,780 円の合計額を

R2～R3の遊漁者割合(遊漁者数/遊漁者＋組合員)に遊漁者における渓流遊漁者の割合を乗じて算出。 

（29,975＋153,780）×｛（1,713÷2,123）×（1,440÷1,625）｝＝183,755円×72% ＝132,304円 

 

                    合計 1,069,043円 ⇒  1,069千円…④ 

 

 【合計 ②＋④】               10,011千円…⑤ 

 

 【渓流遊漁料】 

⇒ 渓流遊漁者一人当たりの負担額：⑤÷③＝10,011千円÷1,440人＝6,952円 ⇒ 7,000円 

 

 

組合員、遊漁者数の推移
H25 H26 H27 H28 H29 H30 R１ R2 R3 R2-3平均

渓流年券 1,174 1,223 1,259 1,184 1,150 1,194 1,325 1,417 1,462 1,440

鮎年券 836 612 406 357 280 198 159 172 199

日券 362 146 98 142 94 57 107 72 103

698 659 626 575 535 482 457 426 395

254 229 242

1,671 1,691 1,682

（内、渓流魚採捕組合員）

【渓流魚採捕者計】

年度

組合員

遊漁者数


